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「地域活性化戦略」公表される

少子高齢化時代の地域活性化政策の方向性を示す

－経済産業省－

経済産業省は５月16日、「地域活性化戦略」を公表した。これは地域経

済産業審議官の私的研究会である少子高齢化時代の地域活性化検討委員会

が、少子高齢化と人口減少社会の到来、経済のグローバル化と国際競争の

激化など、我が国経済を取り巻く環境が大きく変化している中においての

今後の地域活性化政策の方向性をとりまとめたもの。なお、報告書の内容

は、経済産業省にてとりまとめが行われている「新経済成長戦略」に反映

される。──概要は次のとおり。

地域活性化戦略（概要）

～未来に希望が持てる地域として発展す

るために～

１．本戦略の目的

日本経済全体の成長に資するととも

に、地域間格差が過度のものとならない

よう、地域資源の十分な活用による地域

産業の活性化及び地域経済の自立に向け

た意欲ある取組の支援。

２．今後の地域活性化策

－特に地方の経済産業の活性化策－

a 基本的考え方

q 複数市町村圏単位での地域活性化へ

の取組を推進。

w その際の新たな政策目標指標とし

て、「就業達成度」を設定。

s 具体的な施策

q 地方活性化総合プランの実行－５年

間で1000の新たな取組の創出とそ

のための総合的支援－

¡地方における繊維、食品等の生活関

連製造業及び一次産業を域外市場産

業として強化、発展させるため、新

技術・新商品開発等により地域資源

を活用した中核事業の育成を行い、

中小企業支援策と相まって、５年間

で1000の新たな取組を地方において

創出。また、そのためのワンストッ

プの総合的支援を実施。

「地域活性化戦略」公表される 「地域活性化戦略」公表される 
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（例１）まぐろを使った「海の生ハ

ム」（和歌山県那智勝浦）

那智勝浦産のまぐろは、生の味と

品質が自慢。研究の末、加工しても

生のような食感や味を実現。地元漁

協と企業が共同出資会社を設立し、

「海の生ハム」として販売。発売直

後からテレビや雑誌に取り上げられ

た他、キリンビールのキャンペーン

で「和歌山代表の一品」に選定。現

在、製造元では数ヶ月先まで予約が

いっぱいに。

（例２）ダクタイル鋳鉄一体成型ス

ピーカーシステムの開発・販売（北

海道旭川市）

マンホール蓋の専業メーカー臼井

鋳鉄工業㈱（北海道旭川市）が、企

業の生き残り戦略としてダクタイル

鋳鉄一体成型スピーカーシステムを

開発。展示会に出展したところ、高

級音響専門店のレフィーノ・アン

ド・アネーロから引き合いがあり、

また、大手商社からは国外を含めた

販売協力の申し出があるなど、ブラ

ンド化に向けて着実に進展中。

¡地域が持つ産業、文化等のコンテン

ツを備えた観光産業化への取組や商

店街の町並み整備などを推進。

（例）「黒壁」と「硝子細工」を軸と

したまちづくり（滋賀県長浜市）

地元住民等が出資する第三セクタ

ーの㈱黒壁は、黒漆喰の外壁により

「黒壁銀行」の呼び名で親しまれて

いた旧第百三十銀行の社屋を「黒壁

ガラス館」として活用し、近隣の空

き店舗に硝子工芸家のギャラリーや

工房等を開設。これをきっかけに、

周辺の商店街でも伝統的景観等の再

生を実施。今では、年間200万人が

訪れる町へ。

w 公的サービスのコスト低減・質的向

上と高齢者や女性の活用

¡学校、介護施設等への食事提供サー

ビスを始めとする公的サービスにつ

いて、物流等の一元化・共同化によ

る効率化や、サービス運営の民間委

託等による効率化・質的向上を推

進。また、こうした公的サービスの

担い手として、高齢者や女性を始め

とする市民の参加によるコミュニテ

ィ・ビジネスを積極的に活用。

（例）福島県伊達市の総合給食セン

ター事業計画

福島県伊達市では、学校給食で地

産地消・安全な食を確保するため、

地域の農作物を食材として使用する

給食加工センターの設置を計画中。

このセンターは、施設の有効利用を

図る観点から、学校給食のみならず、

病院給食、地域の高齢者への食事提
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供なども行う予定。

¡医療、福祉などの専門的知識を持っ

たリタイアメント層の地方への定住

又は半定住を推進し、地域の公的サ

ービスへの参画を促進。

e 自動車、電機・電子、バイオ等国際

競争力のある産業の競争力強化

¡産業クラスター計画第Ⅱ期を推進。

今後５年間で４万件の新事業創出が

目標。

３．地方の経済発展を自立性拡大の

ための基盤整備

q 普通地方交付税における人口・面積

による算定の導入、いわゆる留保財

源率の引上げの検討、特別地方交付

税による条件不利地域の活性化（特

別地方交付税は、この他緊急時対応）

など地方交付税制度の抜本的な改

革。

w 偏在性、不安定性のある地方の法人

所得課税を抜本的に見直しし、自立

的・安定的な地域経営につながる地

方税収構造を構築。

e 地域レベルでの規制緩和を推進。

＜学校＞ 給食センター 

＜地域の農作物＞ 

＜病院＞ 

＜高齢者住宅＞ 

＊詳しくは経済産業省のホームページ
http://www.meti.go.jp/press/20060516003/senryaku-gaiyou-set.pdfをご覧ください。


